
愛称：マイナちゃん

情報連携及びマイナポータル等について

令和元年７月９日
内閣官房番号制度推進室

資料１－１
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１. マイナンバー制度の現状と

最新の動向について
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１.マイナンバーの付番・利用

マイナンバー制度の現状

H27年10月～国内の全住民に12桁のマイナンバーを付番

H28年１月～税・社会保障・災害分野の106項目の事務で利用開始
（例）確定申告、扶養控除申告書、各種社会保障給付申請書、保険料の賦課、現況届等

２.マイナンバーによる情報連携 住民が行政機関等に提出する書類（住民票、課税証明書等）の省略

・H29年11月～ 約850手続 ⇒ H30年10月～ 約1,200手続

・H31年４月以降、年金関係の約1,000手続を順次運用開始

４.マイナポータル H29年11月 本格運用開始

(自己情報・情報提供等記録表示、サービス検索・電子申請機能など)

５.マイナンバー制度の拡充 ・デジタル手続法（国外転出者に対するマイナンバーカード利用、
罹災証明書交付事務等のマイナンバー利用事務の追加）

・戸籍法の一部改正（戸籍制度とマイナンバー制度の連携）
・所得税法等の一部改正（証券保管振替機構のマイナンバー利用）

３.マイナンバーカード H28年１月～交付開始

R元年６月27日時点 1,725万枚交付(全住民に占める割合 13.5％)

デジタル・ガバメント閣僚会議（R1.6.4）において、

マイナンバーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進
に関する方針を決定

令和元年６月
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マイナンバー制度導入後のロードマップ（案）

2016年
(H28年)

2015年
(H27年)

マイナンバー

マイナ
ポータル

・マイナンバーの利用開始
（社会保障・税・災害対策分野）

2017年
(H29年)

マイナンバー
カード

(10月)

2018年
(H30年)

2019年
(R元年)

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
通
知

【１月から】交付開始

【１月から順次】
・公的個人認証・ICチップの民間開放、
地方公共団体による独自利用

▼【2018年度末】
・国家公務員身分証一体化(本省分)の原則移行完了

交
付
申
請
受
付
開
始

マイナポータルの構築

【１月から順次】 ▼【11月13日から】
・情報連携の本格運用を順次開始

▼【１月から】
・預貯金口座への付番開始

▼【９月から】マイキープラットフォーム等運用開始
・地方公共団体発行の各種カードの一元化（図書館カード等）
・自治体ポイントの管理

Ｒ元.６月現在

2021年
(R3年)

【2020年４月】
・健康保険証利用初期
設定予約の受付開始

・・2023年
(R5年)

▼【2023年度】
・戸籍情報の
情報連携開始

法改正を踏まえたシステム整備等

2020年
(R2年)

▼【11月から】旧氏併記の開始

▼【3月から】
・健康保険証としての本格運用開始

▼【2019年度末】
・コンビニ交付サービス導入市町村の人口１億人

▼【2020年度】
・自治体ポイントの実施

・障害児施策への拡充
を検討

▼【2019年度内】
・法人設立登記後手続
のワンストップ化

▼【10月から】
・就労証明書作成
コーナーの開設

▼【2020年度から順次】
・ライフイベントに伴う企業が行う従業員の
社会保険・税手続のワンストップ化

▼【2020年度内】
・法人設立全手続のワンストップ化

【１月から】
・アカウント開設開始

▼【11月13日から】本格運用開始▼【１月から】
・介護ワンストップ（サービス検索・電子申請）を順次開始

▼【７月から】
・子育てワンストップ
（サービス検索）を開始

▼【10月から】
・子育てワンストップ
（電子申請）を開始 ▼【2019年度から】

・各種サービス連携の
ためのＡＰＩ提供を
順次開始

▼【４月から】
・被災者支援手続についてサービス検索・電子申請を順次開始

▼【2020年度から】
・特定健診等データの本人提供開始

▼【2019年度から順次】
・引越しワンストップサービスを順次開始※
・死亡・相続ワンストップサービスを順次開始※

※市区町村への申請につきマイナポータルの機能活用を想定

・民間発行の各種証明書データの連携を順次開始

▼【2018年度以降順次検討、
2020年度までに結論】

・確定申告手続における医療費
控除等データの連携を検討

※本ロードマップは「経済財政運営と改革の基本方針2018」、「未来投資戦略2018」、「世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」、「デジタル・ガバメント閣僚会議（令和元年6月4日）決定」等を元に内閣官房において作成。

▼【2022年度から順次】
・国立大学での活用促進
・ハローワークカードとしての活用
・電子版ジョブカードとしての活用
・建設キャリアアップシステム
との連携

2022年
(R4年)

▼【５月】
・通知カード廃止

▼年金関係情報の情報連携開始

▼【2023年度】
・海外継続利用
開始

▼【通常国会】
・関連法成立
戸籍事務、証券分
野、罹災証明事務
でのマイナンバー
制度の活用

▼【通常国会】
・関連法成立
・利用者証明用電
子証明書のPIN
入力不要化

・海外継続利用

▼【2021年10月から】
・薬剤情報の提供開始
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マイナンバーカードの普及促進等のポイント

 国民がマイナンバー制度のメリットをより実感できるデジタル社会を早期に実現するため、マイナンバーカードの
普及、その利活用を強力に促進するとともに、マイナンバーの利活用を図る。

 関係府省庁が連携し、「マイナンバーカードを活用した自治体ポイントの実施」や「マイナンバーカードの健康保
険証利用の仕組み」など、マイナンバーカードの利便性を実感できる施策を順次実施する。

１．自治体ポイントの実施

 消費税率引き上げに伴う消費活性化策として令和２年度に予定されている自治体ポイントの実施にマイナンバー
カードを活用。

 マイキープラットフォームの改修や制度の具体化・広報、マイナンバーカードを活用したキャッシュレス基盤の構築等、
利用環境の整備等を着実に進める。

３．マイナンバーカードの円滑な取得・更新の推進等

 安全・安心で利便性の高いデジタル社会をできる限り早期に実現する観点から、令和４年度中にほとんどの住民が
マイナンバーカードを保有していることを想定し、国は具体的な工程表を８月を目途に公表。市町村ごとのマイナン
バーカード交付円滑化計画の策定の推進と定期的なフォローアップを行うとともに必要な支援を実施。

 マイナンバーカードの利便性、保有メリットの向上、利活用シーンの拡大。

２．マイナンバーカードの健康保険証利用

 マイナンバーカードの健康保険証利用の仕組みを令和3年3月から本格運用。

 全国の医療機関等ができる限り早期かつ円滑に対応できるよう、令和４年度中に概ね全ての医療機関での導入
を目指し、具体的な工程表を８月を目途に公表。医療機関等の読み取り端末、システム等の早期整備に対する
十分な支援を実施。

 令和４年度末までの具体的な移行スケジュールを含め、保険者毎の被保険者のカード取得促進策を本年８月を
目途に公表。国家公務員や地方公務員等による本年度中のマイナンバーカードの取得を推進。

デジタル・ガバメント閣僚会議
（令和元年6月4日）決定
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マイナンバーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進に関する方針（概要）

Ⅰ 基本的考え方

● 国民にマイナンバー制度のメリットをより実感していただけるデジタル社会を早期に実現するため、安全・安心で利便性の高いデジタル社会の基盤である
マイナンバーカードの普及とその利便性の向上等を図る。

● 社会保障の公平性の実現、行政の利便性向上・運用効率化等に向け、マイナンバーの利活用の促進を図る。

Ⅲ フォローアップ等

● 真に効率的・効果的な手法により実施。内閣官房は、各府省の施策の実施状況等を定期的にフォローアップし、デジタル・ガバメント閣僚会議に報告。

Ⅱ マイナンバーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進

１．自治体ポイントの活用
（１）制度設計等（基本的な制度設計について、検討を加速し、結論を得次第、順次広報を実施。）
（２）環境整備（本年末までに、協議会への全地方公共団体の参加勧奨。マイキーID設定の簡素化、ID設定の支援、広報）
２．マイナンバーカードの健康保険証利用
（１）医療の質と利便性の向上等（確実な本人確認と保険資格確認、過誤請求防止、特定健診情報等の活用、薬剤費の節約、顔認証の活用 等）
（２）マイナンバーカードの健康保険証利用に向けた環境整備（マイナンバーカードの健康保険証利用を令和3年3月から本格運用。令和4年度中に概ね

全ての医療機関での導入を目指すこととし、具体的な工程表について、本年8月を目途に公表。令和4年度末までの具体的な移行スケジュールを含
め、保険者毎の被保険者のカード取得促進策についても、本年8月を目途に公表。国家公務員及び地方公務員等については、本年度内にマイナン
バーカードの一斉取得を推進。)

（３）企業の総務事務の効率化の促進等（社員証、社員の健康管理、社会保険・税手続きのワンストップ化 等）
３．マイナンバーカードの円滑な取得・更新の推進等
（１）全市区町村における交付円滑化計画の策定・推進等(安全・安心で利便性の高いデジタル社会をできる限り早期に実現する観点から、令和4年度中

にほとんどの住民がマイナンバーカードを保有することを想定し、具体的な工程表を8月を目途に公表。市区町村に対し必要な財政支援を実施。)
（２）全業所管官庁等を通じた計画的な取組と定期的なフォローアップ（全企業において必要な手続きが円滑に進むよう、フォローアップを実施。）
（３）マイナンバーカード申請・交付機会の拡大等（企業等への出張申請サービスの積極的展開、他の行政機関等（ハローワーク、税務署、運転免許セ

ンター、病院、介護施設、学校、郵便局、出入国在留管理局等）との連携強化による市区町村の出張窓口の設置（臨時措置））
（４）住民票作成時のマイナンバーカード申請手続き整備 （新生児、外国人等の住民票作成）
（５）取得申請事務の簡素化等（写真撮影、入力支援、平日夜間・休日の窓口開庁や臨時窓口の設置等）
（６）電子証明書等の更新への対応
４．マイナンバーカードの利便性、保有メリットの向上、利活用シーンの拡大
①デジタル・ハローワーク・サービス、②デジタル・キャンパス、③納税手続きのデジタル化、④建設キャリアアップシステムとの連携、⑤各種カード、手帳等との一
体化等によるデジタル化、⑥公的サービス等での利用拡大、⑦マイナンバーカード読み取り対応スマートフォンの拡大等の公的個人認証の利便性向上

５．マイナンバーカードの安全性や利便性、身分証明書としての役割の拡大と広報等
６．マイナンバーの利活用の推進（情報連携の推進、金融機関等との連携、行政の効率化）
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マイナンバーカードを活用した消費活性化策

○ 消費税率引上げに伴う駆け込み・反動減に対応して、中小・小規模事業者向けに、消費者へのポイント還元等の支援策を

実施した後、消費活性化のため、一定期間の措置として、マイキープラットフォームを活用して発行される自治体ポイントへのプレ

ミアムの付与に対する支援を検討。実施に向けて、自治体によるマイキープラットフォームの活用を促すなど、必要な環境整備を

促進

○ 令和元年度予算においては、臨時・特別の措置として、マイナンバーカードを活用した消費活性化のための準備経費を計上

① プレミアム付与に必要となる既存システ
ム改修等（自治体ポイント購入機能、
QRコード決済機能等）（26.4億円）

② マイキープラットフォーム等に関する積極
的な広報、マイキーID作成支援や店舗
募集等（92.9億円）

2. 令和元年度の取組

4. 検討している事業イメージ

自治体ポイントに対するプレミアムの付与、
地域でのポイント利用（消費の活性化）

3. 令和２年度の取組

・マイキープラットフォーム等の普及状況、
事業者の事務負担、利用者の利便性等
を踏まえ、具体的な制度内容を検討
・対策の実施により、ポイント還元等の支
援策の終了後においても、消費の活性化
を継続実施

1. 対策の規模・効果

R元予算：119.3億円

5. ３つの対策の実施スケジュール（イメージ）

中小・小規模事業者の
店舗での消費者へのポ
イント還元等の支援策

マイナンバーカードを活用
した消費活性化策
（自治体ポイント）

事業実施に向けた準備作業
（システム改修、広報、マイキーID設定支援、店舗募集等）

10月

令和元年度 令和２年度

国による支援
（プレミアム分）

マイキープラットフォーム・
自治体ポイント管理クラウド

Ａ市ポイント

前払分

利用者

クレジットカード等で前払

プレミアム分＋

マイナンバーカード
を取得してマイ
キー
IDを取得

ポイント
利用

Ａ市のお店でお買い物

マイナンバーカードで
ポイント利用

QRコード決済で
ポイント利用

QRコード

インターネットでお買い物(Ａ市の特産品)

低所得者・子育て世帯
向けプレミアム商品券

事業実施

事業実施

事業実施
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ⅰ 医療機関等に提示

マイナンバーカード※
ⅱ 資格情報※を照会
（利用者証明用電子証明書or被保険者番号）

ⅲ 資格情報※を取得

加入者

保険医療機関

マイナポータル
（情報提供等記録開示システム）

①マイナポータルにアクセス

②オンライン資格確認の利用に同意 総務省

ピッ

○ 成長戦略フォローアップ（令和元年6月21日閣議決定）
・医療保険の被保険者番号を個人単位化するとともに、マイナンバーカードを健康保険証として利用できる「オンラ
イン資格確認」の 2020 年度からの本格運用に向けて、必要なシステム整備を着実に進める。新設される医療情報
化支援基金を活用し、医療機関及び薬局のシステム整備を支援する。

○ 導入に当たっては、現在の世帯別の被保険者番号を個人単位にする「新被保険者番号」と共に整備。

情報提供ＮＷＳ

③自己情報表示で
被保険者番号を要求 ④被保険者番号を要求

⑤被保険者番号を提供⑥被保険者番号を取得

※資格情報：氏名、生年月日、性別、保険者名、負担割合、

資格取得・喪失日 等

加入者

マイナンバーカードの健康保険証としての利用（オンライン資格確認）概要

健康保険証

Ⅰ 初期設定の流れ（赤矢印）

Ⅱ 受診時の資格確認の流れ（青矢印）

※PIN（暗証番号）あり
（一定の要件の下にPINなしとすることも検討中）

※PIN（暗証番号）なし

厚生労働省資料を基に改変

or

支払基金・国保中央会（国保連）

医療保険者
中間サーバー

支払基金・国保中央会（国保連）

オンライン資格確認等
システム

マイナンバーカード※

⑦被保険者番号・利用者証明用電子証明書（シリアル）を登録

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長
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２. マイナンバー制度における

情報連携について
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年金関係手続における情報連携のスケジュール等について

年金分野でのマイナンバー制度の情報連携について

マイナンバー制度における年金関係の情報連携については、情報連携の開始に向けて準備を進めています。

情報連携の本格運用が開始された場合には、各種手当の申請を地方公共団体等に行う場合の年金関係書類の添付や、年金関
係の手続を行う際の課税証明書等の添付が不要となる等のメリットが生まれます。

日本年金機構等から地方公共団体等への情報照会の試行運用については、平成31年４月15日（月）から開始しています。ま
た、試行運用の状況等を踏まえ、令和元年７月１日（月）から順次本格運用に移行することとしており、具体的な対象手続等
については本ホームページ等でお知らせしていく予定です。

地方公共団体等から日本年金機構等への情報照会の試行運用については、令和元年６月17日（月）（令和元年６月改版後の
データ標準レイアウトに基づく情報連携の開始期日）から開始することとしています。一定期間の試行運用を実施した後、順
次本格運用へ移行予定です（添付書類の省略等のメリットは、本格運用への移行後に生じます。具体的な本格運用への移行日
時、対象手続等については、試行運用の状況等を踏まえ、追ってお知らせしていく予定です。）。

今後のスケジュール等については、随時、内容を更新して公表しています。（最終更新日：令和元年６月10日）

【年金関係の情報連携の今後のスケジュール】
・日本年金機構等から地方公共団体等への情報照会

･･･ 平成31年４月15日（月）から試行運用開始。試行運用の状況等を踏まえ、令和元年７月１日（月）から順次
本格運用に移行。

・地方公共団体等から日本年金機構等への情報照会
･･･ 令和元年６月17日（月）から試行運用開始。一定期間の試行運用を実施した後、順次本格運用へ移行予定。

（参考：これまでの経緯）

平成27年 ５月 日本年金機構（以下「機構」という。）情報流出事案 ⇒ 機構の個人番号の利用・情報連携を法律上停止

平成28年11月 機構における個人番号の利用の停止を解除する政令制定 ⇒ 平成29年１月より利用開始

平成29年11月 機構における情報連携の停止を解除する政令制定 ⇒ 平成30年３月以降順次開始を目標に準備

平成30年 ３月 機構からの外部委託事業者の無断再委託等の問題が判明 ⇒ 上記準備を中断

～12月 機構における業務委託の在り方等の見直し、その内容を厚生労働省・個人情報保護委員会が確認

（厚生労働省ＨＰより抜粋）
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申請項目 申請先 省略可能な書類の例

国民年金保険料の免除・納付猶予の申請
（国民年金法）

日本年金機構

住民票

課税証明書

雇用保険被保険者離職票

国民年金保険料の学生納付特例の申請
（国民年金法）

日本年金機構

課税証明書

雇用保険被保険者離職票

各種年金の裁定請求
（厚生年金保険法、国民年金法等）

日本年金機構

住民票

課税証明書

雇用保険被保険者証

年金受給者の各種届出の審査（年金額改定請
求書、加算額開始事由該当届、支給停止事由
消滅届）
（厚生年金保険法、国民年金法等）

日本年金機構

住民票

課税証明書

障害基礎年金（20歳前の傷病によるもの）受給
者の所得確認
（国民年金法）

日本年金機構 所得状況届

マイナンバー制度の情報連携に伴い省略可能な主な書類の例（年金関係手続）

申請項目 申請先 省略可能な書類の例

児童手当の申請
（児童手当法）

市町村 年金加入証明書

児童扶養手当の申請
（児童扶養手当法）

都道府県・市町村

年金額改定通知書

年金証書

奨学金の申請
（独立行政法人日本学生支援機構法）

日本学生支援機構

年金額改定通知書

年金振込通知書

障害者・児に対する医療費助成の申請
（障害者総合支援法）

都道府県・市町村

年金額改定通知書

年金振込通知書

生活保護の申請
（生活保護法）

保護の実施機関
（都道府県・市等）

年金額改定通知書

年金振込通知書

精神障害者保健福祉手帳の交付申請
（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律）

都道府県・
政令指定都市

年金証書

年金振込通知書

（注） 個別の事務手続の際には、各地方公共団体・行政機関のパンフレット、ホームページ等を必ずご確認ください。
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３. マイナンバー制度の拡充について
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○マイナンバー法の施行から３年が経過したことを踏まえ、「経済財政運営と改革の基本方針2018」及び「未来投
資戦略2018」等に基づき、政府において、戸籍事務、罹災証明事務及び証券分野等の業務について、マイナン
バー制度の利活用に必要な法律案を提出し、成立

マイナンバー法改正に係る動向について

マイナンバー法
附則第六条 政府は、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行の状況等を勘案し、個人番号の利用及び情報提
供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供の範囲を拡大すること並びに特定個人情報以外の情報の提供に情報
提供ネットワークシステムを活用することができるようにすることその他この法律の規定について検討を加え、必要があると認め
るときは、その結果に基づいて、国民の理解を得つつ、所要の措置を講ずるものとする。

情報連携の対象に戸籍関係情報を追加

社会保障分野の事務において、新たに戸籍情報を情報連携の対象とする。
・健康保険の被扶養者の認定（続柄を確認）

・奨学金の返還免除（死亡の事実を確認）
・国民年金の第３号被保険者の資格取得の届出（婚姻歴を確認）
・児童扶養手当の支給（続柄、死亡の事実、婚姻歴を確認） など

２．戸籍法の一部
を改正する法律
による改正

マイナンバー利用事務の追加

情報連携の拡大

・罹災証明書の交付に関する事務
・新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく予防接種の実施に関する事務 など

（１）情報連携の対象となる事務の拡大
・母子保健法に基づく乳幼児の健康診査等に関する事務
・新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく予防接種の実施に関する事務
（２）情報連携の対象となる情報の拡大
・健康保険組合等の被扶養者の認定（特別障害給付金情報等の追加）
・国民健康保険の被保険者の資格認定（生活保護関係情報等の追加） など

１．デジタル手続
法※による改正

※正式名称：情報通信技術
の活用による行政手続等に
係る関係者の利便性の向上
並びに行政運営の簡素化及
び効率化を図るための行政
手続等における情報通信の
技術の利用に関する法律等
の一部を改正する法律

証券分野における利用事務の追加

・証券保管振替機構による加入者情報の管理等に関する事務

３．所得税法等の一
部を改正する法律
による改正 14



デジタル手続法※（令和元年５月31日公布）の概要①

①行政のデジタル化に関する基本原則等（行政手続オンライン化法の改正※）

情報通信技術を活用した行政の推進の基本原則

※法律の題名を「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（デジタル行政推進法）」に変更

国、地方公共団体、民間事業者、国民その他の者があらゆる活動において情報通信技術の便益を享受できる社会の実現

行政手続における情報通信技術の活用 デジタル化を実現するための情報システム整備計画

民間手続における情報通信技術の活用の促進

• 行政手続（申請及び申請に基づく処分通知）について、
オンライン実施を原則化（地方公共団体等は努力義務）

• 本人確認や手数料納付もオンラインで実施

（電子署名等、電子納付）

• 行政手続に関連する民間手続のワンストップ化

• 法令に基づく民間手続について、支障がないと認める場合に、
オンライン化を可能とする法制上の措置を実施

• オンライン原則や添付書類の撤廃を実現するための

情報システム整備計画、データの標準化、API（外部連携機能）の整備、

情報システムの共用化

行政手続のオンライン原則

添付書類の撤廃

• 行政機関間の情報連携等によって入手・参照できる情報
に係る添付書類について、添付を不要とする規定を整備

（登記事項証明書（2020年度情報連携開始予定）や
本人確認書類（電子署名による代替）等を想定）

行政手続の原則オンライン化のために必要な事項

• 情報通信技術の利用のための能力等の格差の是正
（高齢者等に対する相談、助言その他の援助）

社会全体のデジタル化

情報通信技術を活用し、行政手続等の利便性の向上や行政運営の簡素化・効率化を図るため、
①行政のデジタル化に関する基本原則及び行政手続の原則オンライン化のために必要な事項を定めるとともに、
②行政のデジタル化を推進するための個別分野における各種施策を講ずる。

※正式名称：情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための
行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第16号）

デジタル・デバイドの是正

①デジタルファースト：個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結する
②ワンスオンリー：一度提出した情報は、二度提出することを不要とする
③コネクテッド・ワンストップ：民間サービスを含め、複数の手続・サービスをワンストップで実現する

デジタル化の基本原則
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②行政のデジタル化を推進するための個別施策

• 罹災証明書の交付事務等の個人番号利用事務への追加
• 社会保障分野の事務の処理のために、情報連携の対象の事務や情報を追加

個人番号利用事務及び情報連携対象の拡大（マイナンバー法）

（住民基本台帳法、公的個人認証法、マイナンバー法）

デジタル手続法の概要②

• 国外転出者の本人確認情報の公証 （戸籍の附票の記載事項の追加・記載された本人確認情報の保存・提供）

• 国外転出者による公的個人認証（電子証明書）・個人番号カードの利用
→ 国外転出者による公的個人認証（電子証明書）・個人番号カードを活用したオンライン手続・本人確認の実現

本人確認情報の保存及び提供の範囲の拡大（住民基本台帳法）

公的個人認証（電子証明書）・個人番号カードの利用者の拡大（公的個人認証法、マイナンバー法）

• 本人確認情報の長期かつ確実な保存及び公証 （住民票等の除票を除票簿として保存・安全確保措置等）

→ 情報通信技術を活用した個人の識別・認証を将来にわたり実現（オンライン手続・本人確認、添付書類省略の前提）

本人確認情報の保存及び提供の範囲の拡大（住民基本台帳法）

• 利用者証明用電子証明書の利用方法の拡大（暗証番号入力を要しない方式）
• 個人番号カードへの移行拡大（通知カードの廃止）

公的個人認証（電子証明書）・個人番号カードの利用者・利用方法の拡大（公的個人認証法、マイナンバー法）
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罹災証明書の交付事務をマイナンバー利用事務とすることについて

氏名、居所等の情報と住家の被害状況の情報をマイ
ナンバーで紐づけて管理することで、被災情報を効率的
に管理する。

１．被災情報の効率的な管理

被災者が同一の被災団体内において税や社会保険料
等の減免申請等を行う際に、罹災証明書の写し等の添
付省略を可能とする。

２．罹災証明書の添付省略

被災団体
被災団体

住家の被害状況を調査⇒罹災証明書を交付

氏名 個人番号 住所 被害状況

A 1234…. ○○町… 半壊

B 4567… △△町… 全壊

C 6789…. ××… 半壊

・マイナンバーと結びつける
ことで、迅速かつ正確な情報
の検索・管理が可能 税の減免 支援金の支給 仮設住宅の入居申請

マイナンバーを用いることで被災情報を確認※

・罹災証明書の写しの添付
を省略

※ 当該団体においてマイナンバー法に基づく条例の整備が必要 17



社会保障分野におけるマイナンバー利用事務・情報連携の拡大について

乳幼児健康診査の受診情報（受診の有無等）を情報連携の対象とすることにより、対象者が転居した場合であっても、転居先の自治体へ受診
情報を確実に引き継ぎ、管理することで、適切な健康診査等の実施に資する。

乳幼児の健康診査等に関する事務を情報連携の対象に追加

Ａ市 Ｂ市

年齢や受診状況に
応じた適切な健康診

査等の実施

転居

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく予防接種に関する事務をマイナンバー利用事務とすることで、接種対象者の予防接種歴を効率
的に管理・検索することを可能とする。また、予防接種歴を情報連携の対象とすることで、接種対象者が転居等をした場合であっても、転居先の
自治体へ予防接種歴を引き継ぎ、管理することで、適切な予防接種の実施に資する。

新型インフルエンザ等に係る予防接種の実施に関する事務をマイナンバー利用事務及び情報連携の対象に追加

氏名 ○○ ○○ （個人番号４５６・・・）
生年月日 平成○年○月○日

氏名 ○○ ○○ （個人番号４５６・・・）
生年月日 平成○年○月○日

甲市 乙市

適切な間隔で
の予防接種の
実施等

マイナンバーによりデータ
の紐付けが容易かつ確実

接種（１回目） ○

接種日 2019年1月４日

接種（２回目） ×

・・・ ・・・

情報連携
前回の接種日
を確認し、適
切な間隔を空
けて接種する
ことが可能

転居

氏名
○○○○

被保険者証
記号・番号 987…

個人
番号 123…

氏名
○○○○

被保険者証
記号・番号 654…

個人
番号 123…

情報連携

区分 3～4か月 1歳6か月 3歳

受診 ○ ○ -

身長 50 80 -

体重 6.0 11.0 -

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

接種（１回目） ○

接種日 2019年1月４日

接種（２回目） ×

・・・ ・・・

区分 3～4か月 1歳6か月 3歳

受診 ○ - -

身長 50 - -

体重 6.0 - -

・・・ ・・・ ・・・ ・・・
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デジタル手続法による番号利用法別表第２改正項目一覧（17項目、のべ38情報）

別表第
２の項

事務の概要 追加される特定個人情報 事務の新設

１ 健康保険の被扶養者認定に関する事務（全国健康保険協会） 失業等給付関係情報、特別障害給付金関係情報、年金生活
者支援給付金関係情報

２ 健康保険の被扶養者認定に関する事務
（全国健康保険協会；毎年の検認、任意継続被保険者に係る届出の確認）

失業等給付関係情報、特別障害給付金関係情報、年金生活
者支援給付金関係情報

３ 健康保険の被扶養者認定に関する事務（健康保険組合） 失業等給付関係情報、特別障害給付金関係情報、年金生活
者支援給付金関係情報

４ 健康保険の被扶養者認定に関する事務（船員保険；届出の確認） 失業等給付関係情報、特別障害給付金関係情報、年金生活
者支援給付金関係情報

５ 健康保険の被扶養者認定に関する事務（船員保険；毎年の検認） 失業等給付関係情報、特別障害給付金関係情報、年金生活
者支援給付金関係情報

33 健康保険の被扶養者認定に関する事務（私学共済組合） 特別障害給付金関係情報、年金生活者支援給付金関係情報

39 健康保険の被扶養者認定に関する事務（国家公務員共済組合） 特別障害給付金関係情報、年金生活者支援給付金関係情報

42 国民健康保険の資格の得失の確認に関する事務 生活保護関係情報、中国残留邦人等支援給付等関係情報

58 健康保険の被扶養者認定に関する事務（地方公務員共済組合） 特別障害給付金関係情報、年金生活者支援給付金関係情報

66 特別児童扶養手当及び障害児福祉手当の支給に関する事務（収入要件の確
認、併給調整）

労働者災害補償関係情報、地方公務員災害補償関係情報

68 特別障害者手当の支給に関する事務（収入要件の確認） 労働者災害補償関係情報、地方公務員災害補償関係情報

69の２ 母子保健法による保健指導、健康診査及び訪問指導等に関する事務 乳幼児の健康診査に関する情報 〇

94 介護保険法による保険給付の支給及び保険料の徴収等に関する事務
（所得区分の判定）

中国残留邦人等支援給付等関係情報

97 感染症法に基づく措置入院対象者の費用負担に関する事務 住民票関係情報

106 日本学生支援機構による学資の貸与及び支給に関する事務（奨学金の貸与及
び支給の審査における収入要件の確認等）

児童福祉法による措置に関する情報、児童扶養手当関係情
報、児童手当関係情報、特別児童扶養手当関係情報、年金
生活者支援給付金関係情報

114 職業訓練受講給付金の支給に関する事務（収入要件の確認） 特別障害給付金関係情報、年金生活者支援給付金関係情報

115の２ 新型インフルエンザ等対策特別措置法による予防接種の実施に関する事務 新型インフルエンザ等に関する予防接種履歴に関する情報 〇

※原則、令和２年６月から情報連携開始予定 19



戸籍関係情報を情報連携の対象とすることについて

戸籍関係情報を情報連携の対象とすることにより、社会保障分野の事務手続において申請者に提出が義務
付けられている戸籍謄抄本の添付省略を実現し、国民の利便性向上を図る。

戸籍の副本登録

国民
（申請者） 行政機関

社会保障分野の手続の申請※１
【マイナンバーを記入】

法務省※２

戸籍の副本を利用し
て法務省が個人別の
親族関係情報を作成

情報提供ネット
ワークシステム

照会

親族関係等の戸籍
関係情報を提供

戸籍謄抄本の添付を省略

※１ 健康保険の被扶養者の認定、奨学金の返還免除、国民年金の第３号被保険者の資格取得の届出、児童扶養手当の支給をはじめとする手続

において戸籍謄抄本の添付省略を可能とする（引き続き戸籍謄抄本の添付が必要となる場合もある。）。

※２ 法務省は、マイナンバーそのものは保有しない。また、戸籍事務においてマイナンバーは利用されない。

※３ 戸籍関係情報の情報連携は、公布の日から５年以内の政令で定める日から施行。

赤字箇所について、
マイナンバー法を改正

本籍地市区町村

氏名、住所、性別、
生年月日等を通知

住民票コード
を通知

J-LIS 総務省

戸籍の届出

国民

情報提供用個人
識別符号の取得

20



戸籍情報を情報連携の対象とすることについて（戸籍法一部改正法附則による改正）

○マイナンバー法別表第２に掲げる事務のうち、戸籍関係情報を情報連携の対象とするもの

について、申請者の戸籍謄抄本の添付省略が可能となる。

○具体的には、

‐児童扶養手当の支給事務における続柄・死亡の事実・婚姻歴の確認、

‐国民年金の第３号被保険者の資格取得事務における婚姻歴の確認、

‐奨学金の返還免除事務における死亡の事実の確認、

‐健康保険の被扶養者の認定事務における続柄の確認、

など45項目を予定している。

【情報連携により戸籍謄抄本の添付省略が可能となる事務】

○戸籍関係情報を情報連携の対象とすることに当たり、所要の保護措置を整備する。
①情報連携の対象となる戸籍情報を作成するためのシステムについて、安全性確保及び秘密保持を義務
付けた上で、秘密保持義務に違反してシステムの秘密を漏えいした場合の罰則規定を設ける。＜第45条の２
第２項、第３項、第52条の２＞

②戸籍関係情報を作成する過程において法務大臣が保有することになる個人情報について、保有制限、目
的外利用、提供制限等の規制を適用した上で、その取扱いを個人情報保護委員会が監督する規定を設け
る。＜第45条の２第１項、第４項から第９項まで＞

③情報提供用個人識別符号の取得に当たって用いられる取得番号※について、②の個人情報と同様の保
護措置に係る規定を設ける。＜第21条の２＞

※情報提供用個人識別符号の取得の際にシステム上発行される番号（いわゆる処理通番）。情報提供用個人識別符号の取得完了後には不要
となるものであるが、その性質上、情報提供用個人識別符号と対応関係を有し、個人識別性を備えるものであることから、保護措置が必要とな
るもの。

【マイナンバー法における保護措置の整備】

21



戸籍関係情報の情報連携を行う項目一覧（45項目）

別表第

２の項
事務の概要

１ 健康保険の被扶養者認定に関する事務
（全国健康保険協会）

２ 健康保険の被扶養者認定に関する事務等
（全国健康保険協会；毎年の検認、
任意継続被保険者に係る届出の確認）

３ 健康保険の被扶養者認定に関する事務等
（健康保険組合）

４ 健康保険の被扶養者認定に関する事務
（船員保険；届出の確認）

６ 健康保険の被扶養者認定に関する事務
（船員保険；毎年の検認）

９ 小児慢性特定疾病医療費の支給に関する事務
（みなし寡婦控除の適用）

10 障害児通所給付費等の支給に関する事務
（みなし寡婦控除の適用）

14 障害児入所給付費等の支給に関する事務
（みなし寡婦控除の適用）

16 児童福祉法による費用徴収に関する事務
（みなし寡婦控除の適用）

20 身体障害者福祉法による費用徴収に関する事務
（みなし寡婦控除の適用）

23 精神障害者保健福祉法による費用徴収に関
する事務
（みなし寡婦控除の適用）

31 公営住宅の入居の申請・家賃の決定に関す
る事務等

34 健康保険の被扶養者認定に関する事務等
（私学共済組合）

35 厚生年金の未支給年金の支給に関する事務等

別表第

２の項
事務の概要

39 健康保険の被扶養者認定に関する事務等
（国家公務員共済組合）

40 共済年金の遺族一時金の支給に関する事務等
（国家公務員共済組合）

42 国民健康保険の被保険者資格の取得に関
する事務等

48 国民年金の未支給年金の支給に関する事務等

53 知的障害者福祉法による費用徴収に関する事務
（みなし寡婦控除の適用）

54 改良住宅の入居の申請・家賃の決定に関す
る事務等

57 児童扶養手当の支給に関する事務

58 健康保険の被扶養者認定に関する事務等
（地方公務員共済組合）

59 共済年金の遺族一時金の支給に関する事務等
（地方公務員共済組合）

63 母子寡婦福祉法による資金貸付等の申請に
関する事務

64 母子寡婦福祉法による便宜供与の申請に関
する事務

65 母子寡婦福祉法による給付金の申請に関する事務

66 特別児童扶養手当の支給に関する事務

67 障害児福祉手当等の支給に関する事務

70 母子保健法による費用徴収に関する事務
（みなし寡婦控除の適用）

74 児童手当等の支給に関する事務

別表第

２の項
事務の概要

77 雇用保険法による未支給の失業等給付の支
給に関する事務等

84 厚生年金（昭和60年法律第34号による経過的
年金）の未支給年金の支給に関する事務等

85の２ 特定優良賃貸住宅の入居の申込みに関する事務等

91 平成８年法律第82号による経過的年金（国
家公務員共済組合）の未支給年金の支給に
関する事務等

92 平成８年法律第82号による経過的年金（日
本鉄道共済組合）の未支給年金の支給に関
する事務等

97 感染症法による療養費の支給に関する事務

101 経過的年金（農林漁業団体共済組合法廃止
法による）の未支給年金の支給に関する事
務等

103 農業者年金基金法による未支給年金の支給
に関する事務等

106 奨学金の貸与・支給に関する事務

108 障害者総合支援法による自立支援給付の支
給に関する事務（みなし寡婦控除の適用）

111 厚生年金等時効特例法による未支給給付の
支給に関する事務

112 厚生年金等支払遅延加算金支給法による未
支給給付の支給に関する事務等

116 保育料の支給に関する事務
（みなし寡婦控除の適用）

117 年金生活者支援給付金の支給に関する事務

120 難病医療費助成の支給に関する事務
（みなし寡婦控除の適用） 22



４．マイナポータル関係について
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各種ワンストップサービスの展開について

子育てワンストップ ・平成29年7月からサービス検索を開始。

・平成29年10月からマイナンバーカードを活用した署名付き電

子申請を開始。

介護ワンストップ ・平成31年1月にガイドライン公開。

被災者支援ワンストップ ・平成31年3月にガイドライン公開。

障害（児）ワンストップ ・所管省庁においてガイドライン等を検討中。

引越ワンストップ ・所管省庁において検討中。

死亡相続ワンストップ ・令和２年度から順次サービスを開始するとされている。

・市区町村への申請についてマイナポータル（ぴったりサービ

ス）の機能活用を想定。

あらゆる分野におけるワンストップ ・市区町村は、特定分野のワンストップ実現のために行った

（トータル・ワンストップ） システム対応を、あらゆる分野のワンストップで活用できる。

→ マイナポータルで、あらゆる分野の手続の検索・電子申請

を迅速・安価・簡単に実現することが可能。

【先進事例】三条市（スライドP29参照）
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子育てワンストップサービス（ぴったりサービス）の対応状況

※ 「ぴったりサービスの取組状況に関するフォローアップ（第4回）」の回答を集計したもの
※ 各自治体の対応状況は子育てワンストップサービス（ぴったりサービス）トップページにて確認可

・電子申請が可能

市区町村数
(人口

カバー率)

児童手当 保育 ひとり親支援 母子保健

実施済：909団体（71.9%）

～R元年６月末：952団体（74.0％）（予定）

R元年７月以降～：1,329団体（91.7％）（予定）

実施済
863団体
(68.3%)

559団体
(38.9%)

315団体
(20.2%)

586団体
(36.8%)

（H31.3.31時点）

・インターネットで手続の検索・比較が可能（一部は様式の印刷まで可能） （H31.３.31時点）

市区町村数
(人口

カバー率)

児童手当 保育 ひとり親支援 母子保健

1,551団体(98.4%)

1,542団体 1,505団体 1,466団体 1,486団体

(98.2%) (95.5%) (94.4%) (94.2%)
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※「ぴったりサービスの取組状況に関するフォローアップ（第4回）」の回答を集計したもの
・対応率：各都道府県の域内の団体数に対する対応団体数の割合 ・人口カバー率：都道府県の人口に対する対応団体の人口の割合

都道府県別 子育てワンストップ 電子申請対応市区町村数（H31.3.31時点）

No. 都道府県 対応団体数 対応率 人口カバー率

1 北海道 51/179 28.5% 70.3%

2 青森県 14/40 35.0% 74.8%

3 岩手県 14/33 42.4% 46.0%

4 宮城県 17/35 48.6% 77.1%

5 秋田県 24/25 96.0% 99.7%

6 山形県 4/35 11.4% 41.2%

7 福島県 4/59 6.8% 24.6%

8 茨城県 33/44 75.0% 79.9%

9 栃木県 22/25 88.0% 64.7%

10 群馬県 6/35 17.1% 25.5%

11 埼玉県 50/63 79.4% 91.9%

12 千葉県 33/54 61.1% 82.7%

13 東京都 24/62 38.7% 60.4%

14 神奈川県 11/33 33.3% 76.4%

15 新潟県 16/30 53.3% 78.6%

16 富山県 15/15 100.0% 100.0%

17 石川県 13/19 68.4% 79.4%

18 福井県 13/17 76.5% 86.9%

19 山梨県 25/27 92.6% 99.8%

20 長野県 65/77 84.4% 92.8%

21 岐阜県 41/42 97.6% 94.6%

22 静岡県 25/35 71.4% 85.8%

23 愛知県 27/54 50.0% 46.9%

24 三重県 12/29 41.4% 59.4%

No. 都道府県 対応団体数 対応率 人口カバー率

25 滋賀県 8/19 42.1% 34.9%

26 京都府 9/26 34.6% 79.8%

27 大阪府 20/43 46.5% 72.5%

28 兵庫県 25/41 61.0% 76.6%

29 奈良県 19/39 48.7% 86.6%

30 和歌山県 24/30 80.0% 92.8%

31 鳥取県 8/19 42.1% 81.8%

32 島根県 3/19 15.8% 60.5%

33 岡山県 11/27 40.7% 73.4%

34 広島県 11/23 47.8% 83.4%

35 山口県 8/19 42.1% 40.4%

36 徳島県 22/24 91.7% 96.8%

37 香川県 11/17 64.7% 91.5%

38 愛媛県 14/20 70.0% 82.3%

39 高知県 3/34 8.8% 49.2%

40 福岡県 49/60 81.7% 84.8%

41 佐賀県 6/20 30.0% 49.6%

42 長崎県 4/21 19.0% 36.8%

43 熊本県 20/45 44.4% 80.6%

44 大分県 16/18 88.9% 91.9%

45 宮崎県 10/26 38.5% 73.7%

46 鹿児島県 43/43 100.0% 100.0%

47 沖縄県 6/41 14.6% 29.7%
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〇 マイナポータルの「ぴったりサービス」は、子育て・介護・被災者支援の分野に限ら
ず、あらゆる分野の手続のオンライン申請実現に活用できるシステムです。

〇 既に子育て・介護・被災者支援の分野で「ぴったりサービス」の電子申請受付機能を
活用し、オンライン申請を可能としている市区町村においては、その基盤を活用し、ス
ピーディかつ低コストで、他の分野における手続についても、オンライン申請を実現す
ることができます。（次ページの活用事例を参照）

〇 「ぴったりサービス」の電子申請受付機能を活用している市区町村において、様々な
分野の手続のオンライン申請（「トータル・ワンストップ」）を実現するために必要な
作業については、『マイナポータル「ぴったりサービス」を活用した「トータル・ワン
ストップ」の実現について』（※）をご参照ください。

※ ぴったりサービスの自治体向け機能（https://mposs.force.com）にログインし、
トップ画面の「利用ガイド」タブから閲覧・ダウンロードすることが可能です。

「ぴったりサービス」を活用したトータル・ワンストップの実現について

28
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新潟県三条市 ぴったりサービス利用拡大（平成30年４月～）

引用：http://www.city.sanjo.niigata.jp/joho/page00058.html

マイナポータル・ぴったりサービスの積極的な活用事例
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公金決済サービスとは、マイナポータルのお知らせ機能及びワンストップサービスを活用することなどの
方法により、納付の通知から決済まで全てオンラインで完結することができるサービスです。

公金決済サービスの活用について

（URL生成ツールをダウンロードし、URLを生成)
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国民

マイナポータルで提供する機能を、行政機関だけではなく企業や市民団体等の民間組織に対してもAPI群として
まとめて提供することで、自己情報や検索機能を活用した新たな行政サービス・民間サービスの開発を加速させる。

※ APIとは、アプリケーション・プログラミング・インターフェースの略。マイナポータルのAPI提供とは、外部のWEBサービスのシステムからマイナポータルに

アクセスしてその機能を活用できるように、必要な仕様等を作成し、一定の要件の下で公開するもの。

行政機関

セキュアな
ネットワーク

空間

マイナポータル

情
報
提
供
Ｎ
Ｗ
Ｓ

Ｌ
Ｇ
Ｗ
Ａ
Ｎ

API群

自己情報

お知らせ

提供等記録

サービス検索

公金決済

電子申請

自己
情報

お知らせ
提供等
記録

サービス
検索

電子
申請

・・・・・

国・機関等

地方公共
団体

自治体HPからの
オンライン申請

自治体アプリと連
動したタイムリーな
お知らせの受信

オープンデータの
活用

統計機能

Ａ
Ｐ
Ｉ
提
供

API連携

API連携

金
融
（
Ｆ
Ｉ
Ｎ
Ｔ
Ｅ
Ｃ
Ｈ
関
連
）

通
信
（
キ
ャ
リ
ア
・
Ｓ
Ｎ
Ｓ
関
連
）

健
康
・
医
療
・
医
薬

市
民
団
体
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
）

予防接種アプリや給付
金等への活用

保険やローン
の申込に活用

引越に係る住所変
更の手続に活用 将来の生活設計

の検討に活用

年末調整を
オンライン提出

マイナポータルのAPI提供について
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